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従来，都市間交通網の整備による間接効果の計測は，SCGEモデルや計量経済モデルによって行われて

きた．一方，近年，金融・財政政策の長期的影響を分析する手法として，DSGEモデルなどの動学的均衡

モデルが利用されることが多い．動学的均衡モデルは将来にわたる時系列の効果を分析することができ，

またミクロ経済学的基礎が考慮されている．本稿では，東日本大震災の被災地である岩手県を対象に，動

学的均衡モデルおよび地域計量経済モデルを構築し，復興道路計画の効果について実証比較を行うことに

より，実証的な動学的均衡モデルの枠組みを提示するとともにその課題を明らかにしている．さらに，既

存モデルの課題を踏まえた新たな動学モデルの枠組みの検討を行っている． 
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1. はじめに 

 

都市間交通網の整備による間接効果の計測は，従来，

SCGE（Spatial Computabule General Equilibrium）モデルや計

量経済モデル（Macro Econometrics）によって行われてき

た．SCGEモデルについては，日本の高速道路網整備を

対象とした山内ら1)，日中韓３ヶ国の高速鉄道整備を対

象とした宮下ら2)など，これまで多くの高速交通整備の

効果計測のための実証モデルが開発されている．地域計

量経済モデルについては，吉野ら3)が首都高速道路の環

状路線整備を対象とした地域計量経済モデル，佐藤ら4)，

樋野ら5)が日本全国の道路整備計画を対象とした計量経

済モデルを構築し，時系列の経済効果を分析している．

しかし，SCGEモデルについては，将来にわたる行動の

最適化を考慮しておらず時系列での効果の変化を分析す

ることができない，また，地域計量経済モデルについて

は，ミクロ経済学的基礎を持たないため分析結果が恣意

的になりやすいとの批判がある． 

一方，近年，金融・財政政策の長期的影響を分析する

手 法 と し て ， DSGE （ Dynamic Stochastic General 

Equilibrium）モデルなどの動学的均衡モデルが利用され

ることが多い．動学的均衡モデルは将来にわたる時系列

の効果を分析することができ，またミクロ経済学的基礎

が考慮されている．近年では，公共投資や交通整備の時

系列の効果分析が可能なDSGEモデルや準動学SCGEモデ

ルも開発されつつある6) 7)． 

本稿では，東日本大震災の被災地である岩手県を対象

に，動学的均衡モデルおよび地域計量経済モデルを構築

し，復興道路計画の効果について実証比較を行うことに

より，実証的な動学的均衡モデルの枠組を提示するとと

もにその課題を明らかにする．さらに，これらの既存モ

デルの課題を踏まえた新たな動学モデルの枠組みの検討

を行う． 

 

2. モデルの構築 

 

(1) 交通網の整備効果の考え方 

 交通網整備の間接効果には，建設期間中のフロー効果

と供用後のストック効果の２つの効果がある．本稿では，

フロー効果は政府支出の増加によってもたらされると仮

定する．また，ストック効果は，交通の利用しやすさの

向上が企業の生産技術水準等に影響を及ぼすことによっ

て発生すると考える． 

 

(2) 動学的均衡モデル 

①概要 
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 本稿では，もっとも基本的な非確率的な動学的均衡モ

デルであるRBC（Real Business Cycle）モデル8) 9) を基本と

し，交通網整備によるフロー効果およびストック効果を

分析可能なモデルを検討する． 

 

②企業の行動 

企業は資本と労働を用いて財の生産を行う．ただし，

この際，交通近接性（交通の利用しやすさ）が生産性に

影響を及ぼすと仮定する．また，労働は，前期の生産水

準に応じて時系列的に変化すると仮定する． 

(1)式に生産関数，(2)式に民間資本ストック，(3)式に

労働の時系列的な変化を表す関数を示す． 

 

),,(f 1 tttt ACCNKX                 (1) 

ttt IKkK  10 )1(                 (2) 

),(f 11  ttt XNN                   (3) 

 

ここで，t は期，Ｘは生産，K は民間資本ストック，N

は労働，ACCは交通近接性，Iは民間設備投資である． 

 

③家計の行動 

 家計は，所得の制約下で将来にわたる効用の現在価値

の和を最大化するように行動すると仮定する． 
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ここで，U は家計の将来にわたる効用の現在価値，uは

期毎の効用，C は消費，L は余暇時間，G は政府支出

（政府最終消費支出＋公的総資本形成），E は移輸出，

M は移輸入である．(1)，(2)式より，(6)式は(7)式のよう

に書き換えられる． 
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(7)式を制約とする(4)，(5)式の最大化問題に対して

線形近似法（Linear-Quadratic Methods）を適用すると，

(8)式の政策関数（Policy Function）が得られる． 

 

),(f ttt ACCKC                  (8) 

 

なお，(6)式は民間設備投資が生産から民間消費支出，

政府支出および純移輸出を差し引いたものとなることを

表している．すなわち，政府支出の増加は民間設備投資

（民間資本ストックの蓄積）を抑制することになる． 

 

④交通近接性 

 総合的な交通近接性（交通の利用しやすさ）は，道路

の交通近接性と鉄道の交通近接性の輸送分担率による重

み付け平均で表され，各交通機関の交通近接性は地域間

一般化時間（所用時間に所要費用の時間換算値を加えた

もの）の地域人口による重み付け平均の逆数で表現され

ると仮定する．地域の交通近接性を(9)～(11)式に示す． 

 

  RLR

t

RDR

tt ACCθθACCACC ,, 1            (9) 

 



 

r

r

t

r

mr

t

r

t

mR

t
POP

ACCPOP

＝ACC

,

,             (10) 



 

s

s

t

s

r

t

mrs

t

mrs

t

s

t

mr

t
POP

))wTC(T(POP

＝ACC

,,

, 1       (11) 

 

ここで，θは企業の道路輸送分担率，T は所要時間，TC 

は所要費用，w は時間価値，POP は人口，r とs は小地域，

R は大地域，m は交通機関(RD :道路、RL :鉄道)である． 

 

(3) 地域計量経済モデル 

①概要 

 ここでは，概ね吉野ら3) に基づく地域計量経済モデル

を構築する．なお，動学的均衡モデルとの比較を行うた

め，吉野ら3) における一部の関数を変更し，極力上記の

動学的均衡モデルと同一の関数を用いることとする． 

 

②生産 

 ttttt ACCNKV ,,f 1              (12) 

ttt IKkK  10 )1(                 (13) 

),(f 11  ttt XNN                   (14) 

 

ここで，t は期，V は生産，ρは民間資本稼働率，K は

民間資本ストック，Nは労働，ACCは交通近接性を表す．

Xは実現された生産（地域内総生産）である． 

 

③民間消費支出 

 tttt ACCYCC ,,f 1

      
     (15) 

 tt XY f               (16) 

 

ここで，C は民間最終消費支出，Y は家計可処分所得を

表す． 
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④民間企業設備投資・民間住宅投資 

 1,f  ttt KXI             (17) 

 tt YIH f

          
     (18) 

 

ここで，IHは民間住宅投資である． 

 

⑤移輸出・移輸入 

 tt GDPE f             (19) 

 ttt FDMM ,f 1             (20) 

 

ここで，Eは移輸出，Mは移輸入を表す．また，GDPは

国内総生産，FDは地域内最終需要である． 

 

⑥地域内総支出 

tttttttt MEZGIHICGRE         (21) 

 

ここで，GREは地域内総支出，Gは政府支出（政府最終

消費支出＋公的総資本形成），Zは在庫投資である． 

 

⑦実現地域内総生産 

 地域内総生産は，潜在生産力と地域内総需要の平均値

で実現されると仮定する．潜在生産力は(12)式の生産関

数で民間資本稼働率を 100％としたもの，地域内総需要

は(21)式の地域内総支出に等しいものとする． 

 ttt ERGVX ˆ,ˆAverage           (22) 

ここで，V̂ は潜在生産力， ERG ˆ は地域内総需要である． 

 

⑧交通近接性 

 動学的均衡モデルと同様の(9)～(11)式とする． 

 

(4) モデルの比較 

 構築した動学的均衡モデルと地域計量経済モデルの違

いは，基本的には，実現される生産（地域内総生産）の

決定方法の違いである．動学的均衡モデルでは，生産水

準は生産関数(1)式で決定され需要がそれに応じて調整

されるのに対し，地域計量経済モデルでは，潜在生産力

と地域内総需要の平均値で地域内総生産が実現される． 

 また，民間消費支出の関数が(8)式と(15)式でやや異な

っているが，(8)式は(15)式の誘導型であると考えられる． 

 

3. 実証分析 

 

(1) 対象地域と対象交通網 

対象地域は，2011 年 3 月の東日本大震災で甚大な被

害を受け，復興道路の建設が進められている岩手県とす

る．対象交通網は，2011 年 11 月に国土交通省により決

定された東北地域における復興道路計画の道路網とする．

復興道路の計画図を図-1に示す． 

 

 
出典）国土交通省    

図-1 東日本大震災被災地域における復興道路計画 

 

(2) パラメータ推定 

 パラメータ推定用データとしては，各種経済変数につ

いては，県民経済計算年報（内閣府）の時系列データ

（1996～2009年度）を用いる．なお，労働については，

就業者数に平均労働時間指数（2000 年=1）を乗じた値

を用いる．交通近接性については，対象地域である岩手

県５カ所の主要都市から全国の主要都市までの所要時間

等を用いて(9)～(11)式に従って算出する． 

ここで，消費関数については，(8)式が(15)式の誘導型

であると考え，動学的均衡モデルにおいても地域計量経

済モデルと同様の(15)式を用いる．パラメータ推定結果

の例として，動学的均衡モデルの生産関数(1)式，動学

的均衡モデルと地域計量経済モデルに共通する労働関数

(3)，(14)式，消費関数(15)式の推定結果を以下に示す． 
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(3) 現況再現性の検証 

一般に，地域計量経済モデルによる各経済変数の時系

列的な再現性は極めて高いことが知られている．ここで

は，パラメータ推定された動学的均衡モデルによる各変

数の実績値と推計値の比較を表-1に示す． 

 

表-1 動学的均衡モデルによる実績値と推計値の誤差率 

単位：％    

1997 2000 2005 2009
地域内総生産 5.44 9.15 16.28 24.70
民間資本ストック 6.21 19.82 40.56 57.18
労働 0.12 0.01 2.75 6.26
家計所得 2.68 5.77 8.27 10.61
民間消費支出 0.45 1.73 0.83 2.57  

 

(4) 復興道路整備の影響シミュレーション 

構築した動学的均衡モデル，地域計量経済モデルを用

いて復興道路の整備が岩手県の地域経済に及ぼす影響

（フロー効果およびストック効果）のシミュレーション

分析を行う．地域内総生産のシミュレーション分析結果

を図-2に示す． 

 

＜動学的均衡モデル＞ 
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＜地域計量経済モデル＞ 
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図-2 地域内総生産のシミュレーション結果 

 

 動学的均衡モデルによるシミュレーション結果では，

政府支出の増加によって民間設備投資が減少すると仮定

しているため，地域内総生産は復興道路を整備した場合

が整備しない場合を将来も下回り続けている．一方，地

域計量経済モデルによるシミュレーション結果では，復

興道路整備による地域内総生産の増加は年間５千億～１

兆円程度となっている． 

4. おわりに 

 

 本稿では，東日本大震災の被災地である岩手県を対象

に，動学的均衡モデルおよび地域計量経済モデルを構築

し，復興道路整備の効果について実証比較を行った．動

学的均衡モデルにおいては，政府支出の増加によって民

間設備投資が減少すると仮定していることから，復興道

路整備が地域内総生産に及ぼす影響が負の値となり，一

般的なフロー効果と整合しない結果となった． 

実際には，現在のデフレ経済下においては，実現され

る生産水準は需要側で決定されていることが予想される．

このため，潜在生産力と地域内総需要の最小値で生産が

決定される方式を両モデルに取り入れることがモデルの

改良の方向性として考えられる．また，金融緩和による

将来期待の向上や政府債務残高の増加による将来不安の

醸成が消費や投資に及ぼす影響を考慮したモデルの構築

も今後の課題である． 
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